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 条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市立保育所設置条例及び奈良市立学校設置条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃 

の概要 

１．奈良市立保育所設置条例の一部改正（第１条による改正） 

 第２条の表から京西保育園の項を削る。 

 

２．奈良市立学校設置条例の一部改正（第２条による改正） 

 第２条の表から六条幼稚園の項を削る。 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・奈良市幼保再編計画に基づき、京西保育園

及び六条幼稚園を統合のうえ民間移管し、

私立幼保連携型認定こども園へ移行するた

め。 

 

５ 施行期日 令和９年４月１日 所管部課 子ども未来部 子ども政策課 
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奈良市立保育所設置条例 新旧対照表（第１条による改正） 

 

現行 改正案 

（名称、位置及び保育定員） （名称、位置及び保育定員） 

第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 第２条 保育所の名称、位置及び保育定員は、次のとおりとする。 

 名称 位置 保育定員   名称 位置 保育定員  

 都南保育園 略 略   都南保育園 略 略  

 伏見保育園 略 略   伏見保育園 略 略  

 京西保育園 奈良市六条西一丁目３番43－１号 160人    
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奈良市立学校設置条例 新旧対照表（第２条による改正） 

 

現行 改正案 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 小学校、中学校、高等学校及び幼稚園の名称及び位置は、次のとお

りとする。 

第２条 小学校、中学校、高等学校及び幼稚園の名称及び位置は、次のとお

りとする。 

 種別 名称 位置   種別 名称 位置  

 略 略 略   略 略 略  

 幼稚園 奈良市立佐保幼稚園 略   幼稚園 奈良市立佐保幼稚園 略  

 奈良市立富雄北幼稚園 略   奈良市立富雄北幼稚園 略  

 奈良市立六条幼稚園 奈良市六条二丁目14番２号   奈良市立伏見南幼稚園 略  

 奈良市立伏見南幼稚園 略    

  

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市一時保護委託者の登録等に関する基準を定める条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・児童福祉法等の一部を改正する法律（令和

７年法律第２９号）第２条による児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改

正 

・一時保護委託者の登録等に関する基準（令

和８年内閣府令第１６号。以下「基準府

令」という。） 

 

４ 制定改廃 

の概要 

１．条例の構造について  

本市の独自基準を規定するとともに、基準府令どおりの基準と

する部分については基準府令を引用する旨の規定を置く。  

  

２．本市の独自基準について  

(1) 子どもの最善の利益の考慮（第４条関係）  

(2) 暴力団の排除（第５条関係） 

 

３ 制定改廃 

の理由 

・上記の法改正等により一時保護委託者の登

録制度が創設されることに伴い、本市にお

ける制度の適正な運用を図るため、一時保

護委託者の登録等の基準を定めるもの。 

 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 子ども未来部 子ども安心課 
 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・出入国管理及び難民認定法等の一部を改正

する法律（令和６年法律第５９号） 

・出入国管理及び難民認定法等の一部を改正

する法律の施行期日を定める政令（令和７

年政令第４２２号） 

 

４ 制定改廃 

の概要 

１．印鑑登録証明書の交付について（第１３条関係） 

印鑑登録証明書の交付の際に提示することとされている個人番

号カードの定義に、特定在留カード及び特定特別永住者証明書を

含む旨の規定を加える。 

３ 制定改廃 

の理由 

・上記の法改正により、住民基本台帳に記載

されている中長期在留者及び特別永住者に

交付されている在留カード等と個人番号カ

ードとを一体化した特定在留カード等の交

付ができることとなった。本市において特

定在留カード等の提示等を受けた際、印鑑

登録証明書の交付に対応するため、所要の

規定の整備を行うもの。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 市民部 市民課 
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奈良市印鑑の登録及び証明に関する条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（印鑑登録証明書の交付） （印鑑登録証明書の交付） 

第13条 略 第13条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、個人番号カード（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第

２条第７項に規定する個人番号カードああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああああああああああああああああ

ああああああああああをいう。以下同じ。）の交付を受けた登録者が自ら

前項の申請をするときは、個人番号カードを提示して印鑑登録証明書の交

付を申請することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、個人番号カード（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第

２条第７項に規定する個人番号カード（出入国管理及び難民認定法（昭和

26年政令第319号）第19条の15の２第１項に規定する特定在留カード及び日

本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関す

る特例法（平成３年法律第71号）第16条の２第１項に規定する特定特別永

住者証明書を含む。）をいう。以下同じ。）の交付を受けた登録者が自ら

前項の申請をするときは、個人番号カードを提示して印鑑登録証明書の交

付を申請することができる。 

３ 略 ３ 略 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・地方自治法施行規則の一部を改正する省令

（令和８年総務省令第８６号） 

 

４ 制定改廃 

の概要 

１．用語の定義に係る引用条文を改める。 

(1) 職務代行者（第２条関係） 

 (2) 台帳（第５条関係） 

 (3) 代理人（第１１条関係） 

  

３ 制定改廃 

の理由 

・上記の省令改正により、本条例で引用して

いる条文に条項ずれが生じるため、所要の

規定の整理を行うもの。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 市民部 市民課 
 



議案番号 ９６ 
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奈良市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（登録資格） （登録資格） 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体

の代表者又は次の各号に掲げる者が選任されているときは当該各号に掲げ

る者（以下「代表者等」という。）とする。 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体

の代表者又は次の各号に掲げる者が選任されているときは当該各号に掲げ

る者（以下「代表者等」という。）とする。 

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第19条第１項第１

号へ に規定する職務代行者 

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第18条の３第１項

第６号に規定する職務代行者 

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略 

（登録） （登録） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、当該認可地縁団体につき地方

自治法施行規則第21条第２項  の規定に基づき作成された台帳（以下「地

縁団体台帳」という。）の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録原票の印

影その他の登録事項又は印鑑登録証明書の印影の写しその他の記載事項と

照合するほか、当該申請書に記載されている事項等について審査したのち、

認可地縁団体印鑑登録原票に登録するものとする。 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、当該認可地縁団体につき地方

自治法施行規則第18条の３第１項の規定に基づき作成された台帳（以下「地

縁団体台帳」という。）の記載事項及び個人印鑑に係る印鑑登録原票の印

影その他の登録事項又は印鑑登録証明書の印影の写しその他の記載事項と

照合するほか、当該申請書に記載されている事項等について審査したのち、

認可地縁団体印鑑登録原票に登録するものとする。 

２ 前項の認可地縁団体印鑑登録原票には、次の各号に掲げる事項を登録するも

のとする。 

２ 前項の認可地縁団体印鑑登録原票には、次に   掲げる事項を登録するも

のとする。 

(１)～(10) 略 (１)～(10) 略 

（代理人による申請） （代理人による申請） 

第11条 地方自治法施行規則第19条第１項第１号ト に規定する代理人を置

いている認可地縁団体にあっては、委任の旨を証する書面を添えて、当該

代理人によりこの条例に基づく申請をすることができる。 

第11条 地方自治法施行規則第18条の３第１項第７号に規定する代理人を置

いている認可地縁団体にあっては、委任の旨を証する書面を添えて、当該

代理人によりこの条例に基づく申請をすることができる。 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

 ４ 制定改廃 

の概要 

１．中筋自転車駐車場に係る規定を削る。（第２条、第３条、別

表関係） 

 

２．中筋自転車駐車場において発行する回数駐車券に係る規定を

削る。（第５条関係） 

３ 制定改廃 

の理由 

・本市が設置する自転車駐車場の施設運営の

効率化のため、施設の老朽化が進む中筋自

転車駐車場を廃止するもの。 

５ 施行期日 令和９年４月１日 所管部課 環境都市推進部 環境政策課 
 



議案番号 ９７ 

1/2 

奈良市自転車駐車場条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 駐車場の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 駐車場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置   名称 位置  

 奈良市中筋自転車駐車場 奈良市中筋町31番地の18   奈良市高の原第二自転車駐車場 略 

 

 

 奈良市高の原第二自転車駐車場 略    

 略 略   略 略  

（利用できる車両） （利用できる車両） 

第３条 駐車場を利用できる車両は、次の各号に掲げる駐車場の区分に応じ、

当該各号に掲げる車両（以下「自転車等」という。）とする。 

第３条 駐車場を利用できる車両は、次の各号に掲げる駐車場の区分に応じ、

当該各号に掲げる車両（以下「自転車等」という。）とする。 

(１) 奈良市中筋自転車駐車場 (１) 奈良市高の原第二自転車駐車場及び奈良市高の原第三自転車駐車場 

ア 道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第10号に規定する

原動機付自転車（以下「原動機付自転車」という。） 

ア 道路交通法（昭和35年法律第105号）第２条第１項第10号に規定する

原動機付自転車（以下「原動機付自転車」という。） 

イ 道路交通法第２条第１項第11号の２に規定する自転車（以下「自転

車」という。） 

イ 道路交通法第２条第１項第11号の２に規定する自転車（以下「自転

車」という。） 

ウ 道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第２条の表に規定

する普通自動二輪車（側車付きのものを除く。）で総排気量0.125リッ

トル以下のもの（以下「小型自動二輪車」という。） 

 

(２) 奈良市高の原第二自転車駐車場及び奈良市高の原第三自転車駐車場  

ア 原動機付自転車  

イ 自転車  

(３) 奈良市高の原第四自転車駐車場 (２) 奈良市高の原第四自転車駐車場 

ア 原動機付自転車 ア 原動機付自転車 

イ 自転車 イ 自転車 

ウ 小型自動二輪車 ウ 道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第２条の表に規定

する普通自動二輪車（側車付きのものを除く。）で総排気量0.125リッ



議案番号 ９７ 
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現行 改正案 

トル以下のもの（以下「小型自動二輪車」という。） 

エ 道路交通法施行規則第２条の表に規定する普通自動二輪車（側車付

きのものを除く。）で総排気量0.125リットルを超えるもの（以下「中

型自動二輪車」という。）及び同表に規定する大型自動二輪車（側車

付きのものを除く。以下「大型自動二輪車」という。） 

エ 道路交通法施行規則第２条の表に規定する普通自動二輪車（側車付

きのものを除く。）で総排気量0.125リットルを超えるもの（以下「中

型自動二輪車」という。）及び同表に規定する大型自動二輪車（側車

付きのものを除く。以下「大型自動二輪車」という。） 

（使用料） （使用料） 

第５条 略 第５条 略 

２ 市長は、規則で定めるところにより、使用料の10パーセント以内の割引

をした額をもつて回数駐車券を発行することができる。 

 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

１ 奈良市中筋自転車駐車場、奈良市高の原第二自転車駐車場及び奈良市

高の原第三自転車駐車場 

１             奈良市高の原第二自転車駐車場及び奈良市

高の原第三自転車駐車場 

 略   略  

備考 略 備考 略 

２ 略 ２ 略 

 



 

条例制定改廃調書 
 

１ 名  称 奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

２ 制定改廃 

の根拠法令、

関係通達等 

・非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を

定める政令の一部を改正する政令（令和８

年政令第１７９号） 

 

４ 制定改廃 

の概要 

１．非常勤消防団員又は非常勤水防団員若しくは消防作業従事者

等が公務等により死亡した場合における葬祭補償の定額部分の

額の改定を行う。（第１８条関係） 

 改定前 ３１５，０００円 

 改定後 ３３０，０００円 

３ 制定改廃 

の理由 

・上記の政令改正に伴い、非常勤消防団員等

が公務等により死亡した場合における葬祭

補償の額の改定を行うため。 

５ 施行期日 公布の日 所管部課 消防局 総務課 
 



議案番号 ９８ 

1/1 

奈良市消防団員等公務災害補償条例 新旧対照表 

 

現行 改正案 

（葬祭補償） （葬祭補償） 

第18条 非常勤消防団員等が公務により、又は消防作業等に従事し、若しく

は救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことにより、死亡し

た場合においては、市は、葬祭を行う者に対して、葬祭補償として、315,000

円に補償基礎額の30倍に相当する金額を加えた金額を支給する。 

第18条 非常勤消防団員等が公務により、又は消防作業等に従事し、若しく

は救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことにより、死亡し

た場合においては、市は、葬祭を行う者に対して、葬祭補償として、330,000

円に補償基礎額の30倍に相当する金額を加えた金額を支給する。 

 


